






































































































































































































は じ め に

岡山県企業局は、県下三大河川の豊かな水の恵みを生かした電気事業と工業用水道事

業を通じて、快適な県民生活の確保と地域産業の発展を図るなど 「快適生活県おかや、

ま」の実現に向けた県政の一翼を担っております。

電気事業については、旭川発電所（第一・第二 、新見発電所、加茂発電所をはじめ）

県下１８カ所の発電所において、純国産で再生可能なクリーンエネルギーである「水

力」による発電を行っております。

工業用水道事業については、水島・児島、笠岡、勝央の各地区において 「産業の血、

液」ともいわれる工業用水の供給を通じて、県内企業の産業活動を支援しております。

また、環境に優しい新エネルギーとして、太陽光発電に着目し、平成６年３月に岡山

県庁南棟に太陽光発電施設を設置して以来、主に工業用水道施設へ積極的に導入してき

たところであり、その結果、今では、太陽光発電施設の合計出力は１，５００ｋＷを超

え、中国地方では最大規模を誇っています。

近年、電力自由化の進展や景気回復の遅れ、生産拠点の再編など、電気事業と工業用

水道事業を取り巻く社会経済情勢は、めまぐるしく変化しています。こうした中、企業

局では、平成２１年１２月に策定した「岡山県企業局経営５ヵ年計画（2010～2014 」）

に基づき 「事業活動の継続性の確保 「地球温暖化防止等への取組 「信頼性の確、 」、 」、

保 「安定経営の確保」の４つを経営の基本方針として、アセットマネージメントの」、

導入も図りながら各種取組を推進しております。

「事業活動の継続性の確保」では、危機管理体制の強化やコスト節減、企業局事業へ

の県民理解の促進などに努めるとともに 「地球温暖化防止」では、環境負荷の低減効、

果を数値化する「環境会計」の導入や太陽光発電の更なる導入などの取り組みを進めて

いるところであり 「信頼性の確保」では、計画的な施設整備や更新、渇水への的確な、

対応等に努めており 「安定経営の確保」では、事業収入を確保するため新規需要や増、

量要請への的確な対応などの取り組みを進めております。

さらに、本年３月に発生した東日本大震災の今後の検証を踏まえながら、今後、災害

に強い事業のあり方についての検討もすすめていきたいと考えております。

企業局といたしましては、このような取り組みを通じて、公営企業としての公共性と

経済性を最大限に発揮した事業運営を図りつつ健全で持続可能な経営システムを確立し、

今後とも岡山県の経済発展と県民福祉の向上に寄与してまいりたいと存じますので、ご

理解とご協力をお願いいたします。

ここに、企業局が取り組む事業の一端を御紹介しますので、一読いただけたら幸いと

存じます。

平成２３年５月

西 本 善 夫岡山県公営企業管理者
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１ 組織図

［職員数１１１名（公営企業管理者含む ］）
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「岡山県企業局経営５ヵ年計画（2010～2014 」＜概要版＞）

第１ 策定の目的

企業局は、地域の水資源を活用した水力発電によるクリーンエネルギーの確保と 「産業の血、

液」といわれる工業用水の安定的・継続的な供給による企業の生産活動の支援という重要な役割

を担っています

電気事業や工業用水道事業を取り巻く社会環境が変化している中で、更なる時代の要請に応え

つつ、公営企業としての公共性と経済性を最大限に発揮した事業運営を続けていくためには、具

体的な行動計画を明確にしながら、新たな視点に立った事業展開を図ることが必要であります。

平成２１年度まで 「岡山県企業局中期プラン」により諸課題に取り組み、一定の成果を上げ、

てきたところでありますが、今後は、平成２１年１２月に策定し、事業経営の基本的な方針及び

目標を示した「岡山県企業局経営５ヵ年計画（2010～2014 」により、持続可能な経営システム）

を確立することとしています。

第２ 計画期間

今後１０年程度の長期的な展望を踏まえつつ、

平成２２年度から平成２６年度までの５ヵ年計画としています。

第３ 計画の構成

第１章 計画の基本的考え方

第２章 事業の現状と課題

１ 事業の現状

２ 地方公営企業を取り巻く状況

３ 事業の課題

第３章 経営の基本方針

「事業活動の継続性の確保」

「地球温暖化防止等への取組」

「信頼性の確保」

「安定経営の確保」

第４章 行動計画

１ 計画期間の収支見通し

２ 共通項目

３ 電気事業

４ 工業用水道事業

第５章 計画の推進
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第４ 主な取組

計画期間の収支見通し○

電気・工業用水道事業とも、安定的な黒字経営を継続できる見込み

○ 具体的な行動計画

Ⅰ 共通項目

１ 事業活動の継続性の確保

(1) 危機管理体制の強化

・防災体制の充実

・震災・塩害対策訓練等訓練の実施

・新型インフルエンザ等への対応

(2) 職員の能力向上

・技術力の継承、維持・向上のための職場研修等

・コンプライアンスの徹底

(3) コストの節減等

・新技術・新工法の導入等による工事コストの縮減

・計画的で安全性を最優先する資産運用による収益の確保

・未利用となっている寮や公舎跡地の早急な売却

(4) 施設開放等

・水力発電所、太陽光発電を環境学習の場として活用したり 「施設見学バスツア、

ー」や「フェスタ・イン・工水」等の開催

・企業局50周年記念事業（平成２５年度）の実施

２ 地球温暖化防止等への取組

(1) 環境経営の推進

・ 環境会計」を導入し 「環境報告書」を毎年度作成・公表「 、

・本県独自の「新岡山県環境マネジメントシステム」の運用

(2) ＣＯ 削減への更なる取組２

・西之浦浄水場内３ヵ所に、太陽光発電を増設（５１０ｋＷ）

・小水力発電の新たな開発可能地点についての調査・検討

・ 企業局の森」を針葉樹と広葉樹が混交した循環型天然生樹林として整備「

(3) 環境保全対策

・低公害車や環境に配慮したエコ製品等の導入

・浄水ケーキの販売促進によるゼロエミッションの継続

・環境汚染物質（ＰＣＢ）の処理
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Ⅱ 電気事業

３ 信頼性の確保

(1) 施設機能の充実・強化

・ 電気事業施設整備計画（2010 」に基づく計画的な施設整備「 ）

(2) 需要者ニーズへの対応

・ピーク発電等、電力会社の要請に対応した発電協力

４ 安定経営の確保

(1) 事業収入の確保

・料金制度の見直し検討や発電停止期間の短縮による供給電力量の確保

(2) 事業運営の効率化

・発電所統合後の業務の検証

Ⅲ 工業用水道事業

３ 信頼性の確保

(1) 施設機能の充実・強化

・ 工業用水道事業施設整備計画(2010)」に基づく計画的な施設整備「

・施設の震災対策の実施

・管路の計画的な更新

・笠岡共用導水路の健全度調査・対策の実施

(2) 需要者ニーズへの対応

・漏水事故等の発生に対し、早期復旧による供給停止期間の短縮

・潮止堰へのパネル設置、２ルート配水等による塩害防止対策の実施

・工業用水取水地点での流入量確保等、渇水への対応

・ホームページ等ＩＴを活用した迅速な情報提供

・新規給水に関する情報を一元的に提供するための「新規需要相談窓口」の設置

・アンケート調査や聞き取り調査による需要者ニーズの把握

４ 安定経営の確保

(1) 事業収入の確保 新規立地企業への対応

・工業用水の新規需要、既存受水企業の増量要請に対する的確な対応

(2) 事業運営の効率化

・業務の検証
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電気事業

（県民生活や産業活動の重要なエネルギー）

１ 事業概要
公営による電気事業は、主に河川総合開発事業等の一環として発電を行い、電力会社へ売電す

る事業です。

岡山県では、 において昭和２６年に旭川の洪水調節、各種用水の確保及び発電を目的とし旭川

旭川第一発電所 旭川第二発て旭川ダムの建設工事に着手し、昭和２９年５月に を、同年１１月に

を完成させました。当時、県下の電力事情は、戦時中の貧弱な発電施設を反映して非常にひ電所

っ迫した情勢にありましたが、この旭川発電所の完成によって大いに緩和され、今日の工業県と

しての基礎と県営電気事業の基盤を築きました。

については、特に下流に水島工業地帯を有しており、洪水調整、工業用水の確保及び発高梁川

電を目的として、昭和３４年から高梁川水系西川に河本ダムの建設が進められ、昭和３８年１０

月に が完成しました。発生した電力は主として新見方面に供給されています。新見発電所

については、三大河川の中で最も開発が遅れており、豊富な自然流量が有効に利用され吉井川

ておらず、早急な総合開発が望まれていましたが、昭和３８年に加茂川総合開発事業の一環とし

て、吉井川水系倉見川に農業防災、農業用水の確保及び発電を目的とした黒木ダムの建設が進め

られ、昭和４３年３月に が完成しました。発生した電力は主として津山方面へ送られ、加茂発電所

地域産業の発展や住民の生活に大いに寄与しています。

また、昭和４８年のオイルショック以降、原油価格の急騰により、純国産のクリーンエネルギ

ーであり、自然の循環性を持った水力エネルギーが再び見直されました。こうした状況の中で、

小国家的要請でもある国産エネルギーの開発と水資源の有効活用の一環として、全国に先駆けて

水力発電の開発 黒木えん堤発に積極的に取り組みました。昭和５４年３月には黒木えん堤直下に

を、昭和５７年３月には香々美ダム及び久賀ダム（いずれも農業防災、農業用水の確保）の電所

ダム直下に 及び を、昭和５８年１１月には企業局としては初めての水路式越畑発電所 久賀発電所

倉見発電所 滝ノ谷発発電所として を、昭和５９年３月には黒木ダムへ注ぐ阿波支水路を利用した

を、昭和５９年６月及び昭和６１年１０月には既存の砂防えん堤を利用した 及び電所 梶並発電所

を、平成３年５月には公営電気事業では全国初のゴム堰を利用した を、平阿波発電所 寄水発電所

津川発電所 大町成７年３月には津川ダム直下に を、平成９年３月にはゴム堰を利用した水路式の

を、平成１０年８月には千屋ダム直下に を、平成１３年３月にはゴム堰を利用発電所 千屋発電所

真加子発電所 苫田発した水路式の を、平成１７年３月には国土交通省が建設した苫田ダム直下に

を、平成１８年３月には三室川ダム直下に を完成させました。平成２１年４月に電所 三室発電所

は効率的な経営体制の確立のため、県内１８箇所の全発電所の運転・監視制御と保守業務を一括

的に行う発電総合管理事務所の運用を開始しました。

なお、新エネルギー導入の取組として 「晴れの国おかやま」の特性を生かして、平成６年３、

月に 平成１９年２月には発電総合管理事務所に を設置しました。県庁屋上に、 太陽光発電システム

今後とも、小水力発電及び新エネルギー（太陽光発電等）の調査研究や開発を推進し、地球環境

にやさしいローカルクリーンエネルギーの確保に努めます。
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(1) 発電所の概要
（単位，出力：kＷ，電力量：千kＷh）

年 間 目 標
発 電 所 最 大 出 力 型 式 水 系

供 給 電 力 量

旭 川 第 一 18,700 ダ ム 式
95,017 旭 川

旭 川 第 二 3,700 ダム水路式

新 見 10,900 33,500 〃 高 梁 川

加 茂 14,000 52,555 〃

黒木えん堤※ 100 514 ダ ム 式

越 畑※ 200 1,008 〃

久 賀※ 190 1,121 〃
吉 井 川

倉 見※ 660 3,275 水 路 式

滝 ノ 谷※ 120 371 〃

梶 並※ 180 803 〃

阿 波※ 360 1,804 〃

寄 水 1,500 7,011 〃 旭 川

津 川※ 360 1,649 ダ ム 式
吉 井 川

大 町 1,200 4,885 水 路 式

千 屋 3,000 12,700 ダ ム 式 高 梁 川

真 加 子 1,200 5,410 水 路 式 旭 川

苫 田 4,600 22,884 ダ ム 式 吉 井 川

三 室※ 460 2,574 〃 高 梁 川

合 計 61,430 247,081 － －

注１）最 大 出 力：当該発電所で発生できる最大の出力をいう。
：Ｗとは、電気エネルギーを使って仕事をする能力の大きさ（１Ｖの電圧で１ＡのｋＷ、ＭＷｈ

電流が流れている時の電力が１Ｗ）
Ｗｈとは、一定の電力（Ｗ）で一定時間（ｈ）仕事をしたときの電気の量（１Ｗ

で１時間の仕事量が１Ｗｈ）
１ｋＷ＝１，０００Ｗ

ダ ム 式：ダムの貯水を利用して、その落差により発電する方式
水 路 式：河川から取水して水槽に導水し、そこからの落差を利用して発電する方式
ダム水路式：ダム式と水路式を結合したもので、ダムの貯水と導水路の双方による落差を利用し

て発電する方式
２）※印の９発電所は、電気事業者（電力会社など）に一定量以上の新エネルギー等を利用して得ら

れる電気の利用を義務づける「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法 （Ｒ」
ＰＳ法）による新エネルギー等発電設備の認定を受けている。
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(2) 発電総合管理事務所の運用開始

岡山県では18箇所の水力発電所を運営していますが、三大河川の水系別に建設した、旭川・新

見・加茂の３発電所において、すべての小水力発電所の運転、監視制御及び保守業務を行ってき

ました。

しかし、最近の電力自由化など社会情勢の変化に対応するため、業務をさらに効率化させ、

１８発電所すべての運転・監視制御と保守業務を一体的に行う「発電総合管理事務所」を建設し、

平成２１年４月から運用を開始しました。
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２ 経営状況

営業開始以来、常に経営の合理化を図るとともに、適正な料金への改定、設備の効率的運用等

に努め、安定した黒字経営を続けています。

これらの黒字経営から生ずる利益剰余金は、資本的支出としての発電所の建設事業、施設改良

や起債の償還に要する経費に充てられています。

(1) 供給電力量の推移

① 過去３年間の供給電力量
（単位：千ｋＷｈ，％）

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

発 電 所
実績 実績 実績

供給電力量 供給電力量 供給電力量
目標 目標 目標

旭 川 81,357 84.0 79,892 83.3 96,528 100.7

新 見 24,017 71.7 22,730 67.9 30,305 90.5

加 茂 39,223 73.4 44,649 84.3 46,875 88.5

小 水 力 52,585 77.3 56,281 84.0 64,500 96.3

合 計 197,178 78.3 203,552 81.6 238,208 95.5

注）小水力の供給電力量は、黒木えん堤、越畑、久賀、倉見、滝ノ谷、梶並、阿波、寄水、津川、大

町、千屋、真加子、苫田、三室発電所の合計である。

② 供給電力量と料金収入の推移（過去１０年間）
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(3) 事業収支及び資本的収支の状況

① 事業収支の状況
（単位：千円）

年度
平成２２年度平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

（見込）区分

事 業 収 入 2,333,498 2,106,101 2,190,190 2,053,357 2,124,493

うち料金収入 2,112,717 1,880,398 1,955,838 1,904,002 1,959,019

事 業 費 用 2,131,249 2,081,643 2,083,707 1,985,620 1,952,904

当年度純利益 202,249 24,458 106,483 67,737 171,589

注）消費税及び地方消費税を除く。

料金収入は渇水準備引当金の引当、取崩後の額である。

② 資本的収支の状況
（単位：千円）

年度
平成２２年度平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

（見込）区分

219,324 1,502,138 5,504 2,000,180 1,002,905資 本 的 収 入

2,653,700 2,763,130 936,318 2,746,030 1,597,607資 本 的 支 出

△2,434,376 △1,260,992 △930,814 △745,850 △594,702資本的収支差引

注）消費税及び地方消費税を除く。
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３ 施設の概要
(1) 旭川発電所

区 分 旭川第一発電所 旭川第二発電所

河 川 名 旭川水系旭川

工 事 着 工 昭和26年1月 昭和28年4月

運 転 開 始 昭和29年2月（一部運転開始） 昭和29年11月
昭和29年5月（全部運転開始）

使 用 水 量 最大60.00 /s 常時13.41 /s 最大45.00 /s 常時14.55 /sâ â â â

有 効 落 差 最大36.40ｍ 常時32.45ｍ 最大9.95ｍ 常時10.05ｍ

発 電 力 最大18,700kＷ 常時2,800kＷ 最大3,700kＷ 常時1,100kＷ

年 間 供 給 電 力 量 95,017,000kＷｈ

â â総 貯 水 容 量 57,382,000 710,000

â â発電33,538,000 都市用水2,330,000
â有 効 貯 水 容 量 発電594,000

â â洪水調節23,000,000 不特定49,442,000

高さ45.00ｍ 長さ212.00ｍ 高さ13.00ｍ 長さ147.00ｍ

ダ ム ・ 堰 ラジアルゲート ローラーゲート

9.3ｍ×12.0ｍ×10門 （8.3ｍ～3.3ｍ）×18.0ｍ×６門

馬てい型圧力ずい道
導 水 路

高さ4.60ｍ 延長1,326.80ｍ

差動調圧槽
水 槽

内径32.0ｍ 高さ12.80ｍ

２条
水 圧 管 路

内径4.00ｍ～3.00ｍ 延長69.38ｍ

鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造
発 電 所 の 建 物

間口38.0ｍ 奥行23.0ｍ 地上３階 地下２階 間口25.0ｍ 奥行15.0ｍ 地上１階 地下２階

種 類 立軸フランシス水車 立軸カプラン水車

-1 -1水 車 出力・回転数 11,500kＷ 200min 4,000kＷ 163.5min

新三菱重工業 ２台 電業社 １台メーカー・台数

種 類 立軸三相同期発電機 同左

容 量 ・ 電 力 12,500kＶＡ 11,000Ｖ 4,500kＶＡ 11,000Ｖ
発電機

-1 -1力率・回転数 85％ 200min 85％ 163.5min

三菱電機 ２台 明電舎 １台メーカー・台数

型 式 三相油入自冷式

主 要 容 量 30,000kＶＡ

変圧器 電 圧 一次10.5kＶ 二次110kＶ

三菱電機 １台メーカー・台数

（単位：千円）

ダム費負担金1,046,500（負担率42.00％）
事 業 費 総 額 3,500,000

電気専用施設費2,453,500
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発 電 所 名 梶 並 阿 波 寄 水 津 川 大 町

吉井川水系香々美川河 川 名 吉井川水系梶並川 吉井川水系加茂川 旭川水系新庄川 吉井川水系津川川

工 事 着 工 昭 和 5 8 年 1 0 月 昭 和 6 0 年 ７ 月 平 成 ２ 年 ３ 月 平 成 ３ 年 1 1 月 平 成 ７ 年 ５ 月

運 転 開 始 昭 和 5 9 年 ７ 月 昭 和 6 1 年 1 1 月 平 成 ３ 年 ６ 月 平 成 ７ 年 ４ 月 平 成 ９ 年 ４ 月

最 大 2.60 /s 0.85 /s 4.60 /s 1.00 /s 1.80 /sâ â â â â
使 用

水 量
常 時 0.82 /s 0.21 /s 1.34 /s 0.38 /s 0.39 /sâ â â â â

最 大 9.70ｍ 54.90ｍ 42.00ｍ 46.65ｍ 79.90ｍ
有 効

落 差
常 時 10.18ｍ 55.85ｍ 42.90ｍ 37.28ｍ 81.29ｍ

最 大 180kＷ 360kＷ 1,500kＷ 360kＷ 1,200kＷ

発 電 力

常 時 37kＷ 49kＷ 300kＷ 82kＷ 180kＷ

年間供給電力量 803,000kＷh 1,804,000kＷh 7,011,000kＷh 1,649,000kＷh 4,885,000kＷh

高 さ ( )10.60ｍ ( )14.50ｍ (ゴムぜき)2.00ｍ 76.00ｍ (ゴムぜき)2.00ｍ既設砂防えん堤 既設砂防えん堤

ダム･堰 長 さ ( )58.20ｍ ( )47.80ｍ 27.40ｍ 228.00ｍ 22.00ｍ既設砂防えん堤 既設砂防えん堤

取水塔 － － － 表面取水方式 －

条 数 １条 １条 １条 １条 １条

水 圧
内 径 1.20ｍ 0.68～0.70ｍ 1.20～1.45ｍ 0.52～0.80ｍ 0.70～1.00ｍ

管 路

延 長 39.80ｍ 106.60ｍ 52.48ｍ 113.54ｍ 137.73ｍ

発電所の建物 地下式 半地下式 半地下式 半地下式 半地下式

種 類 横軸フランシス 横軸フランシス 横軸フランシス 横軸フランシス 横軸フランシス

水 車 出 力 200kＷ 380kＷ 1,600kＷ 386kＷ 1,234kＷ

台 数 １台 １台 １台 １台 １台

種 類 三相誘導発電機 三相誘導発電機 三相同期発電機 三相誘導発電機 三相同期発電機

発 電 機 容 量 180kＷ 360kＷ 1,600kＶＡ 360kＷ 1,230kＶＡ

台 数 １台 １台 １台 １台 １台

事 業 費 201百万円 504百万円 2,108百万円 336百万円 1,906百万円
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発 電 所 名 千 屋 真 加 子 苫 田 三 室 高 瀬※

河 川 名 高梁川水系高梁川 旭川水系下和川 吉井川水系吉井川 高梁川水系三室川 高梁川水系高瀬川

工 事 着 工 平 成 ５ 年 ２ 月 平 成 1 1 年 ５ 月 平 成 1 3 年 １ 月 平 成 1 3 年 8 月 昭 和 5 6 年 ７ 月

運 転 開 始 平 成 1 0 年 ８ 月 平 成 1 3 年 ４ 月 平 成 1 7 年 ４ 月 平 成 1 8 年 4 月 昭 和 5 7 年 ３ 月

最 大 5.50 /s 2.80 /s 17.0 /s 1.10 /s 0.90 /sâ â â â â
使 用

水 量
常 時 1.52 /s 0.52 /s 5.43 /s 0.34 /s 0.28 /sâ â â â â

最 大 66.30ｍ 54.90ｍ 33.10ｍ 56.20ｍ 43.00ｍ
有 効

落 差
常 時 49.35ｍ 56.04ｍ 24.50ｍ 42.10ｍ 39.46ｍ

最 大 3,000kＷ 1,200kＷ 4,600kＷ 460kＷ 280kＷ

発 電 力

常 時 430kＷ 0kＷ 710kＷ 76kＷ 62kＷ

年間供給電力量 12,700,000kＷh 5,410,000kＷh 22,884,000kＷh 2,574,000kＷh 1,664,000kＷh

高 さ 97.50ｍ (ゴムぜき)1.90ｍ 74.00ｍ 74.50ｍ 67.00ｍ

ダム･堰 長 さ 259.00ｍ 30.90ｍ 225.00ｍ 231.00ｍ 273.60ｍ

取水塔 表面取水方式 － 表面取水方式 表面取水方式 表面取水方式

条 数 １条 １条 １条 １条 １条

水 圧
内 径 1.10～1.50ｍ 1.20～1.70ｍ 2.50～2.20ｍ 0.70～0.60ｍ 0.80ｍ

管 路

延 長 165.06ｍ 101.52ｍ 95.14ｍ 9.527ｍ 122.87ｍ

発電所の建物 半地下式 半地下式 半地下式 地下式 地下式

種 類 横軸フランシス 横軸フランシス 立軸フランシス 横軸フランシス 横軸フランシス

水 車 出 力 3,090kＷ 1,310kＷ 4,830kＷ 500kＷ 310kＷ

台 数 １台 １台 １台 １台 １台

種 類 三相同期発電機 三相同期発電機 三相同期発電機 三相誘導発電機 三相同期発電機

発 電 機 容 量 3,200kＶＡ 1,320kＶＡ 4,900kＶＡ 460kＷ 310kＶＡ

台 数 １台 １台 １台 １台 １台

事 業 費 1,778百万円 1,784百万円 2,641百万円 520百万円 220百万円

※高瀬発電所については、県土木部から運転・保守管理業務を受託している。
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工業用水道事業

（産業の血液）

１ 事業概要

倉敷市水島地区は、臨海工業基地として各種の有利な立地条件に恵まれ、更に岡山県南新産業

都市の指定をはじめ、諸施策の推進とがあいまって、石油精製、製鉄、石油化学等の大企業があ

いついで進出し、一大重化学工業地帯として大きく発展してきました。

水島工業用水道は、これらの企業に対し工業用水を安定的に供給する目的をもって建設され、

その用水需要は昭和３６年に給水を開始して以来、水島工業地帯における工場の新設、既存工場

の設備増設により漸次増加し、第１期、第２期、第３期を合わせた給水能力（530,500 ／日） 

を上回る需要が見込まれたため、昭和４６年から千屋ダム等を水源とした第４期工業用水道の建

設に着手しました。

しかし、その後の経済情勢の変動等により、当初の水需要の減少が見込まれたこと、また、第

１期事業が施設の老朽化や河川管理上の制約等により廃止せざるを得なくなったことから、その

水源施設等を第４期事業に取り込むこととし、昭和５３年１０月に水源施設を除く給水専用施設

（300,000 ／日）を完成させ、第１期事業については昭和５４年度末に廃止しました。また、 

平成１０年８月には、第４期事業の水源となる千屋ダムを完成させました。この結果、水島地区

の工業用水道事業は、第２期、第３期、第４期となり、その給水能力は708,000 ／日となりま 

した。

一方、給水区域については、第４期事業の一環として、児島地区の地場中小企業に供給する拡

張工事を平成４年３月に完成させました。

笠岡工業用水道は、備後工業整備特別地域の指定を受けて笠岡地区に造成された工業用地と臨

海部に立地する企業に工業用水を供給するもので、笠岡工業用水（企業局 、西南上水道用水）

（岡山県西南水道企業団 、寄島干拓用水（県農林水産部 、笠岡湾干拓用水（中国四国農政局）） ）

の共同事業として整備された笠岡共用導水路が昭和４７年３月に完成し、昭和４７年１０月から、

笠岡工業用水道第１期事業（33,000 ／日）として給水を開始しました。なお、この共用導水路 

は、中国四国農政局が事業主体として建設、整備を行いましたが、施設の維持管理については、

現在、企業局が受託しています。

その後、茂平地区の工業団地など地元の中小企業からの給水要望に応えるため、第２期事業

（3,700 ／日）に着手し、昭和６０年３月に完成させ、更に、平成元年度からは、笠岡港（港 

町地区）工業用地等へ立地する企業に対して、13,000 ／日を供給する第３期事業に着手し、平 

成５年３月に完成させました。この結果、笠岡地区の工業用水道事業は、第１期、第２期、第３

期となり、その給水能力は、49,700 ／日となりました。 
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勝央工業用水道は、内陸工業団地のモデルケースとして旧地域振興整備公団が建設した勝央中

核工業団地に立地する企業の工業用水の需要に対処するため、昭和５１年度から事業に着手し、

給水能力4,200 ／日の施設を昭和５３年度に完成させました。また、先端技術型企業の立地を 

図るために建設された新勝央中核工業団地（51.6ha）への企業立地促進のため、平成７年度に給

水設備の拡充を行い、給水区域を拡大しています。

工業用水道の概要

区 分 給水(供用)開始 事 業 費 ダ ム 名 給 水 能 力 給 水 区 域

年月 千円 ／日 
水 島 第 ２ 期 Ｓ43.４ 3,757,434 新成羽川ダム 201,500 倉 敷 市

水 島 第 ３ 期 Ｓ45.９ 3,683,652 〃 206,500 〃

工

１ 種 Ｓ36.７ 4,172,220 河 本 ダ ム 122,500 〃
水 島

業
第４期 水島 Ｓ50.10 157,500

２ 種 33,445,886 千屋ダム他 〃
児島 Ｈ２.４ 20,000

用

小計（水島） 45,059,192 708,000

水
笠 岡 市

笠 岡 第 １ 期 Ｓ47.10 1,687,742 新成羽川ダム 33,000
浅口郡里庄町

道

笠 岡 第 ２ 期 Ｓ60.４ 117,400 〃 3,700 〃

事

笠 岡 第 ３ 期 Ｈ５.４ 2,847,000 〃 13,000 〃

業

小計（笠岡） 4,652,142 49,700

勝 央 Ｓ55.４ 757,310
西 原 ダ ム 4,200 勝田郡勝央町

給水区域拡大 Ｈ10.10 82,010

合 計 50,550,654 761,900
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２ 工業用水道事業の施設整備

(1) 水島工業用水道

水島工業用水道施設は、建設以来３０年以上が経過し、施設の老朽化・劣化が進んでおり、安

定供給の確保及び保安管理を図るため、平成３年度に工業用水道施設長期改良計画「工業用水リ

フレッシュ２１」を策定しました。

「工業用水リフレッシュ２１」は、平成４年度に水島工業用水道改築事業（国庫補助事業）と

して採択され、平成５年度から計画的に施設の改良及び設備の近代化等を進め、老朽化した施設

の改築については平成９年度で完了しました。また、省力化や信頼性の向上を図るため、工業用

水道事務所の管理室を改良し、中央監理センターを設けました。これは、西之浦浄水場、鶴新田

浄水場、亀島配水場等の施設間を光通信網で結び、集中監視制御システムによる遠隔監視制御、

データ処理を行うものです。

平成１０年度からは、管理・保安対策等の諸課題を踏まえた施設整備計画の見直しを行い、コ

ストの縮減を図りながら事業を進め、平成１４年度で「工業用水リフレッシュ２１」は完了しま

した。

① 期 間 平成５年度から平成１４年度までの１０年間

② 総事業費 ８８億４千万円

③ 改築事業の対象となった施設及び主な設備

ア 西之浦浄水場

取水設備・揚水設備・導水設備・沈殿池設備・送水設備の各電気設備、

汚泥処理設備の電気及び機械設備、受電設備、自家発電設備、中央監視制御設備、

計装設備、薬品注入設備

イ 亀島配水場

受電設備、自家発電設備、配水ポンプ設備の電気及び付属設備

ウ 鶴新田浄水場

受電設備、沈殿池設備の電気設備、遠方監視制御設備、配水ポンプ電気設備

エ 管路設備

老朽管路の敷設替え及び改良（管更生 、バルブの新設及び管路網の更生）

また、平成１５年度以降も配水管路等の耐震化、老朽化対策を順次実施しています。

(2) 笠岡工業用水道

笠岡工業用水道施設は、昭和４７年に笠岡浄水場が完成して以来３０年余りが経過し、施設の

老朽化及び機器の劣化が進んでいました。このため、平成１５年度から計画的に施設の改良及び

更新を進め、業務の効率化と労働環境整備を図り、笠岡浄水場は、平成１８年度から運転及び保

守業務を西之浦浄水場に統合し、無人化しました。また、船穂揚水機場及び共用導水路の共同施

設についても、各共同事業者と協議、調整を図りながら計画的な更新を行っています。

① 期 間 平成１５年度から平成２６年度までの１２年間
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② 総事業費 約２０億円

③ 改築事業の対象となる主な設備

ア 笠岡浄水場等

受電・送水ポンプ電気設備、中央監視制御設備、沈殿池電気設備、薬品注入設備、

管理本館設備、場内設備、送水ポンプ設備、沈澱池機械設備、非常用発電設備、

新庄計装設備、里見計装設備、里見ポンプ設備

イ 船穂揚水機場

受電設備、電気設備、遠方監視制御設備、中央監視制御設備、揚水ポンプ電気設備、

屋外照明設備

３ 浄水汚泥の有効利用について

浄水汚泥は、工業用水の浄水過程で発生する泥土を圧縮脱水したもので、かつては産業廃棄物

として最終処分場へ投棄処理を行っていました。

しかし、発生量が年間千数百トンになることから、汚泥の有効利用のため、昭和５８年から農

業試験場での育成試験や成分分析を行い、その結果、有害成分もなく保水性や通気性において優

れていることから、昭和６２年から園芸用土として一般の方に販売を開始しました。

その後、処分場の投棄可能容量の減少や新規処分場の建設も困難となってきていることや、岡

山県では環境負荷の低減のため率先してゼロエミッションを目指していることから、さらに利用

の拡大を図ることを目指し、取り扱いやすい粒径に加工することができる調粒プラントを平成

１３年に西之浦浄水場内に建設しました。

本プラントは、直径１５㎜以下の粒径加工ができ、年間約１，０００トンの処理能力があり、

これまでの原形に調粒（バラ、袋詰）が加わり、利用目的にあわせた販売が可能となっています。

なお、この浄水ケーキは平成１５年３月に岡山県エコ製品に認定されています。

４ 震災対策・危機管理

企業局の工業用水道は、水島コンビナート等に産業の血液とも言われている工業用水を安定し

て供給する重要な施設であるため、水管橋、配水池及び管路の震災対策を行うことにより、断水

のない工業用水道を構築する必要があります。

また、常日頃から災害発生を想定した防災訓練を実施し、災害時に迅速な対応が出来るよう危

機管理体制の強化・充実を図っています。
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(1)震災対策

県南の工業地帯に安定的に工業用水を給水す

るため、水管橋、配水池などの施設の耐震補強

を行っています。

(2)危機管理体制の強化

①塩害対策訓練（高潮対策）

工業用水道の取水口は、高梁川河口の潮止

堰直上流に位置しているため、台風等の異常

高潮時には海水が遡上し、塩害が発生する

恐れがあります。

このため、受水企業への影響を最小限に食い止めるため、毎年、上流の西阿知取水場から取

水した水を送水する２ルート配水訓練を実施しています。

さらに異常高潮が予測される時には、潮止堰にパネル(高さ３０cm)を設置して塩害防止に努

めています。

２ルート配水管路の切替作業状況 パネル設置作業状況

②震災対策訓練

今後３０年以内に高い確率で発生すると予測され

ている東南海・南海地震を想定して、本局及び事業

所において、毎年、震災対策訓練を行っています。

なお、工業用水道事務所においては、平成１６年

度に施設の安全点検や配水管路の漏水対策のために

導入した配水管路マッピングシステム（ＧＩＳ）を

震災対策訓練に活用しています。

震災対策訓練

鋼線で連結 

ズレ止めの設置 

震災対策工事例：送水３号線水管橋

橋台と送水管を鋼線で連結するとともに、

ズレ止めを設置して落下を防止します。
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(3)笠岡共用導水路の点検

他県における送水隧道（トンネル）の崩落事故による水道用水・工業用水の断水を教訓とし

て、現在企業局が笠岡湾干拓土地改良区（中国四国農政局 、岡山県西南水道企業団、岡山県農）

林水産部及び浅口市から維持管理を受託している笠岡共用導水路についても、共同事業者との連

携を図りながら、施設の点検等を行っています。

５ 経営状況

営業開始当初は、企業立地の遅れなどから給水量が伸び悩み、赤字経営を余儀なくされていま

したが、昭和４０年度以降は好調な需要の伸びにより、昭和４２年度に累積赤字を解消して黒字

経営に転換しました。その後も健全経営に努め、比較的安定した黒字経営を続けています。

なお、黒字経営から生じる利益剰余金については、資本的支出としての工業用水道の施設改良

や起債の償還に要する経費などに充てられています。

(1) 工業用水道の料金
（単位：円／ ） 

区 分 水 質 基本料金 未達料金 特定料金 超過料金

水島第２期工業用水道事業 浄 水 10.00 4.20 12.00 20.00

〃 第３期 〃 〃 11.60 5.20 13.90 23.20

１ 種 〃 13.60 8.30 16.30 27.20

〃 第４期 〃 ２種水島地区 〃 20.50 10.50 24.60 41.00

２種児島地区 〃 44.46 29.06 53.35 88.92

〃 24.50 12.00 29.40 49.00
笠岡第１期 〃

原 水 20.10 9.30 24.10 40.20

浄 水 33.00 11.90 39.60 66.00
〃 第２期 〃

原 水 29.70 7.30 35.60 59.40

浄 水 45.00 40.85 54.00 90.00
〃 第３期 〃

原 水 28.49 15.46 34.19 56.98

勝 央 〃 〃 35.00 11.80 42.00 70.00

注１）直近の料金改定は、平成９年４月１日
２）料金は、消費税及び地方消費税抜き
３）基 本 料 金：基本使用水量１ｍ 当たりの料金3

基本使用水量：工業用水の使用者が、常時使用する１日当たりの工業用水の量で、責任水量の範
囲で毎年度公営企業管理者が承認した水量

責 任 水 量：工業用水の使用者が、自らの長期事業計画に基づいて供給を希望する最大限の１
日当たりの工業用水の量のうち、公営企業管理者が承認した水量

４）未 達 料 金：未達水量１ｍ 当たりの料金3

未 達 水 量：責任水量から基本使用水量を差し引いた水量
５）特 定 料 金：特定使用水量１ｍ 当たりの料金3

特定使用水量：工業用水の使用者が、一定の期間に限って基本使用水量を超えて使用する場合の
１日当たりの工業用水の量で、責任水量の範囲で公営企業管理者が承認した水量

６）超 過 料 金：超過使用水量１ｍ 当たりの料金3

超 過 水 量：ひと月の日数に基本使用水量を乗じて得た水量を基準とし、工業用水の使用者の
当該月の水使用量実績が当該基準を超えた場合、その超えた部分の水量

24



(2) 給水状況

① 給水の状況
（単位： ／日） 

年度
区分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

給 水 工 場 数 36 36 36 36 37

水 責 任 水 量 687,610 687,610 687,610 687,610 687,760

基本使用水量 509,180 510,480 495,260 514,700 514,470

給 水 工 場 数 31 33 29 29 28

島 責 任 水 量 18,310 18,310 15,750 15,120 14,920

基本使用水量 14,920 13,260 11,950 11,180 11,070

給 水 工 場 数 67 69 65 65 65
小

責 任 水 量 705,920 705,920 703,360 702,730 702,680
計

基本使用水量 524,100 523,740 507,210 525,880 525,540

給 水 工 場 数 22 22 22 22 22
笠

責 任 水 量 38,630 38,630 38,630 38,630 38,630
岡

基本使用水量 34,890 35,010 24,680 24,850 24,850

給 水 工 場 数 14 15 15 15 15
勝

責 任 水 量 1,750 1,820 2,050 2,050 2,050
央

基本使用水量 1,260 1,020 1,130 1,060 1,060

給 水 工 場 数 103 106 102 102 102
合

責 任 水 量 746,300 746,370 744,040 743,410 743,360
計

基本使用水量 560,250 559,770 533,020 551,790 551,450

注１）責 任 水 量：工業用水の使用者が、自らの長期事業計画に基づいて供給を希望する最大限の１

日当たりの工業用水の量のうち、公営企業管理者が承認した水量

２）基本使用水量：工業用水の使用者が、常時使用する１日当たりの工業用水の量で、責任水量の範

囲で毎年度公営企業管理者が承認した水量

水
島
地
区

児
島
地
区
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② 責任水量と基本使用水量の推移

(3) 事業収支及び資本的収支の状況

① 事業収支の状況
（単位：千円）

年度
平成２２年度平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

（見込）区分

事 業 収 入 3,623,979 3,717,433 3,770,184 3,603,816 3,645,007

うち料金収入 3,506,391 3,559,109 3,500,996 3,423,829 3,470,182

事 業 費 用 3,013,911 2,960,367 2,880,114 2,820,840 2,821,054

当年度純利益 610,068 757,066 890,070 782,976 823,953

注）消費税及び地方消費税を除く。

②資本的収支の状況
（単位：千円）

年度
平成２２年度平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

（見込）区分

資 本 的収 入 445,820 1,988,043 52,927 1,427,252 3,034,522

資 本 的支 出 1,942,047 6,101,795 5,138,056 3,003,239 5,182,466

△1,496,227 △4,113,752 △5,085,129 △1,575,987 △2,147,944資本的収支差引

注）消費税及び地方消費税を除く。

0

500

1,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 年度

千ｍ３／日
責任水量 基本使用水量
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６ 施設の概要
(1) 水島第２期工業用水道事業

建 設 期 間 昭和４１年４月～昭和４６年３月

水 源 高梁川（表流水）

水 量 取水量216,700 ／日 給水量201,500 ／日  

 高さ103ｍ 長さ289ｍ 有効貯水容量80,500,000

貯 水 施 設 新成羽川ダム 貯水地点 高梁川水系成羽川

高梁市備中町西油野 高梁市備中町平川

取 水 口 鉄筋コンクリート造 幅 3.0ｍ 高さ2.1ｍ ２連

導 水 函 渠 鉄筋コンクリート造 幅 1.5ｍ 高さ1.7ｍ 延長109ｍ ２連

沈 砂 池 鉄筋コンクリート造 幅21.2ｍ 長さ44.9ｍ 高さ9.0ｍ １池

揚水ポンプ室 鉄筋コンクリート造 幅 8.1ｍ 長さ20.6ｍ

揚水 ポン プ 内径600 90kＷ４台ú

傾 斜 板 式
鉄筋コンクリート造 幅42.3ｍ 長さ52.0ｍ 高さ4.5ｍ～6.0ｍ ２池

沈 殿 池

浄 水 池 鉄筋コンクリート造 幅25.3ｍ 長さ45.0ｍ 高さ4.7ｍ～6.0ｍ １池

場 内 配 管 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径1,350 ～1,800 延長198ｍú ú

薬品注入設備 硫酸バンド、苛性ソーダ、硫酸

管理 事務 所 鉄筋コンクリート造 間口18.0ｍ 奥行36.0ｍ 地上３階

汚泥処理設備 ※加圧脱水機１台 濃縮槽２槽

送水ポンプ室 鉄筋コンクリート造 幅9.3ｍ 長さ23.3ｍ

送水 ポン プ 内径600 150kＷ ５台ú

送 水 管 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径1,350 延長4,567ｍú

鉄筋コンクリート造 幅56.0ｍ 長さ60.6ｍ 高さ3.0ｍ ２池

（容量10,000 ×２池）配 水 池  

配水ポンプ室 鉄筋コンクリート及び鉄骨造 幅10.0ｍ 長さ60.2ｍ

配水 ポン プ 内径600 110kＷ ２台 200kＷ ３台ú

配 Ｂ･Ｂ'地区 鋼 管 内径800 ～1,200 延長9,779ｍú ú

水 Ｃ 地 区 鋼管及び鋳鉄管 内径150 ～1,100 延長7,177ｍú ú

管 Ｄ 地 区 鋼 管 内径1,200 延長1,116ｍú

管延 長合 計 18,072ｍ

事 業 費 3,757,434千円（国庫補助対象事業費3,656,000千円）

※加圧脱水機は第２期及び第３期を通じて１台
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(2) 水島第３期工業用水道事業

建 設 期 間 昭和４３年４月～昭和４９年３月

水 源 高 梁 川（表流水）

水 量 取水量222,200 ／日 給水量206,500 ／日  

 高さ103ｍ 長さ289ｍ 有効貯水容量80,500,000

貯 水 施 設 新成羽川ダム
貯水地点 高梁川水系成羽川

高梁市備中町西油野 高梁市備中町平川

取 水 口 鉄筋コンクリート造 幅 3.1ｍ 高さ 1.7ｍ １連

導 水 函 渠 鉄筋コンクリート造 幅 2.0ｍ 高さ 1.7ｍ 延長103ｍ １連

沈 砂 池 鉄筋コンクリート造 幅21.2ｍ 長さ44.9ｍ 高さ9.0ｍ １池

揚水ポンプ室 鉄筋コンクリート造 幅 8.1ｍ 長さ17.7ｍ

揚 水 ポ ン プ 内径600 90kＷ ３台ú

傾 斜 板 式
鉄筋コンクリート造 幅42.3ｍ 長さ52.0ｍ 高さ4.5ｍ～6.0ｍ ２池

沈 殿 池

浄 水 池 鉄筋コンクリート造 幅25.3ｍ 長さ45.0ｍ 高さ4.7ｍ～6.0ｍ １池

ú ú場 内 配 管 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径1,000 ～1,350

薬品注入設備 硫酸バンド、苛性ソーダ、硫酸

汚泥処理設備 ※加圧脱水機１台 濃縮槽４槽

送水ポンプ室 鉄筋コンクリート造 幅9.3ｍ 長さ23.3ｍ

送 水 ポ ン プ 内径600 150kＷ ４台ú

送 水 管 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径1,350 延長4,555ｍú

鉄筋コンクリート造 幅40.0ｍ 長さ65.0ｍ 高さ3.0ｍ
配 水 池 ２池(容量7,500 ×２池) 

配水ポンプ室 鉄骨造 幅10.0ｍ 長さ20.2ｍ

配 水 ポ ン プ 内径600 200kＷ ４台ú

配 Ｂ ’ 地 区 鋼 管 内径1,200 延長6,305ｍú
水
管 Ｃ 地 区 鋳鉄管 内径 150 ～800 延長3,725ｍú ú

管 延 長 合 計 10,030ｍ

事 業 費 3,683,652千円（国庫補助対象事業費3,576,732千円）

※加圧脱水機は第２期及び第３期を通じて１台
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(3) 水島第４期工業用水道事業（１種）

建 設 期 間 昭和３５年４月～昭和５４年３月

水 源 高梁川（表流水）

水 量 取水量131,760 ／日 給水量122,500 ／日  

 高さ64ｍ 長さ260ｍ 有効貯水容量11,100,000

貯 水 施 設 河 本 ダ ム
貯水地点 高梁川水系西川

新見市金谷 新見市哲多町宮河内

取 水 口 鉄筋コンクリート造 幅1.3ｍ 高さ1.7ｍ ３連

沈 砂 池 鉄筋コンクリート造 幅7.5ｍ 長さ30.0ｍ 高さ7.9ｍ ２連 ２池

導 水 ポ ン プ 室 鉄筋コンクリート造 幅 10ｍ 長さ20ｍ

導 水 ポ ン プ 内径900 300kW ３台ú

導 水 管 鋼管 内径1,650 延長3,125ｍú

傾 斜 板 式
鉄筋コンクリート造 幅43.6ｍ 長さ37.4ｍ 高さ4.3ｍ～5.5ｍ ４池

沈 殿 池

薬 品 注 入 設 備 硫酸バンド、苛性ソーダ、硫酸

ú ú場 内 配 管 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径900 ～1,650

汚 泥 処 理 設 備 加圧脱水機２台 濃縮槽内径17ｍ 高さ5.6ｍ ３槽

配 水 池 鉄筋コンクリート造 幅44.7ｍ 長さ35.5ｍ 高さ4.0ｍ ４池

配 水 ポ ン プ 室 鉄筋コンクリート造 幅42ｍ 長さ18ｍ

配 水 ポ ン プ 内径900 800kW ３台ú

ダクタイル鋳鉄管 内径900 ～1,100 延長1,126ｍú ú
配

Ａ 地 区 鋼管 内径450 ～ 900 延長1,049ｍú ú

水 硬質塩化ビニール管 内径100 ～ 200 延長 980ｍú ú

Ｂ 地 区 ダクタイル鋳鉄管 内径700 延長8,688ｍú
管

Ｂ ’ 地 区 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径1,000 延長5,618ｍú

管 延 長 合 計 17,461ｍ

事 業 費 4,172,220千円
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(4) 水島第４期工業用水道事業（２種）

建 設 期 間 昭和４６年４月～平成１１年３月

水 源 高 梁 川（表流水）

水 量 取水量190,740 ／日 給水量177,500 ／日  

 高さ97.5ｍ 長さ259.0ｍ 有効貯水容量26,200,000
千屋ダム
100,000 ／日 貯水池点 高梁川水系高梁川

貯 水 施 設
 

新見市菅生 新見市坂本

新規開発水源 77,500 ／日 

取 水 口 鉄筋コンクリート造 幅1.3ｍ 高さ 1.7ｍ ３連

沈 砂 池 鉄筋コンクリート造 幅7.5ｍ 長さ30.0ｍ 高さ7.9ｍ ２連 ２池

導 水 ポ ン プ 室 鉄筋コンクリート造 幅 10ｍ 長さ20ｍ

導 水 ポ ン プ 内径900 300kＷ ３台ú

導 水 管 鋼管 内径1,650 延長3,125ｍú

傾 斜 板 式 鉄筋コンクリート造 幅43.6ｍ 長さ37.4ｍ 高さ4.3ｍ～5.5ｍ ４池沈 殿 池

薬 品 注 入 設 備 硫酸バンド、苛性ソーダ、硫酸

ú ú場 内 配 管 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径900 ～1,650

管 理 事 務 所 鉄筋コンクリート造 間口36.0ｍ 奥行18.0ｍ 地上２階 地下１階

汚 泥 処 理 設 備 加圧脱水機２台 濃縮槽内径17ｍ 高さ5.6ｍ ３槽

配 水 池 鉄筋コンクリート造 幅44.7ｍ 長さ35.5ｍ 高さ4.0ｍ ４池

配 水 ポ ン プ 室 鉄筋コンクリート造 幅42ｍ 長さ18ｍ

配 水 ポ ン プ 内径900 800kＷ ３台ú

加圧ポンプ室 鉄筋コンクリート造 幅16.1ｍ 長さ21.1ｍ

加圧 ポ ンプ 内径250 110kＷ ３台ú

配 水 池 鉄筋コンクリート造 幅74.2ｍ 長さ12.8ｍ 高さ7.9ｍ ２池

Ａ 地 区 鋼管 内径 200 ～1,650 延長 4,642ｍú ú
配

Ｂ 地 区 鋼管 内径 600 ～ 800 延長 1,867ｍú ú

Ｂ ’ 地 区 鋼管 内径1,350 延長 576ｍú
水

Ｃ 地 区 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径150 ～1,100 延長 4,112ｍú ú

Ｅ 地 区 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径200 ～ 450 延長 4,435ｍú ú
管

児 島 地 区 鋼管及びダクタイル鋳鉄管等 内径 40 ～ 700 延長27,011ｍú ú

管 延 長 合 計 42,643ｍ

事 業 費 33,445,886千円（国庫補助対象事業費31,887,928千円）

注）取水施設、導水施設、浄水施設並びに配水施設のうち配水池、配水ポンプ室及び配

水ポンプは１種事業と共用
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(5) 笠岡第１期工業用水道事業

建 設 期 間 昭和４４年４月～昭和４８年３月

水 源 高 梁 川（表流水）

水 量 取水量35,500 ／日 給水量33,000 ／日  

 高さ103ｍ 長さ289ｍ 有効貯水容量80,500,000

貯水地点 高梁川水系成羽川貯 水 施 設 新成羽川ダム
高梁市備中町西油野 高梁市備中町平川

内径500 370kＷ ２台(専用施設)揚水ポンプ ú

共 用 導 水 路 延長22,246ｍ 開渠コンクリート三方張 ２Ｒ型馬てい形水路トンネル

沈 殿 池 鉄筋コンクリート造 幅8.8ｍ 長さ33.0ｍ 高さ4.8ｍ ２池

薬品注入設備 硫酸バンド、苛性ソーダ

汚泥処理設備 加圧脱水機１台 濃縮槽３槽

浄 水 池 鉄筋コンクリート造 幅8.8ｍ 長さ7ｍ 高さ3.7ｍ ２池

場 内 配 管 鋼管及びダクタイル鋳鉄管 内径500 延長50.0ｍú

管 理 事 務 所 鉄筋コンクリート造 間口26.5ｍ 奥行き13.0ｍ

送 水 ポ ン プ 内径250 75kＷ ４台ú

送水ポンプ室 鉄筋コンクリート造 幅6.0ｍ 長さ27.0ｍ

送 水 管 鋼管 内径700 延長4,746ｍú

配 水 池 鉄筋コンクリート造 幅25.0ｍ 長さ33.5ｍ

場 内 配 管 鋼管 内径600 ～700 延長50,0ｍú ú

配 水 管 鋼管 内径150 ～600 延長6,932ｍú ú

事 業 費 1,687,742千円（国庫補助対象事業費1,625,514千円）

(6) 笠岡第２期工業用水道事業

建 設 期 間 昭和５９年１２月～昭和６０年３月

水 源 高 梁 川（表流水）

水 量 取水量4,000 ／日 給水量3,700 ／日  

 高さ103ｍ 長さ289ｍ 有効貯水容量80,500,000

貯水地点 高梁川水系成羽川貯 水 施 設 新成羽川ダム
高梁市備中町西油野 高梁市備中町平川

(専用施設)揚水ポンプ
笠岡第１期施設を共用

共 用 導 水 路

沈 殿 池

薬品注入設備

汚泥処理設備
笠岡第１期施設を共用

浄 水 池

場 内 配 管

管 理 事 務 所

送 水 ポ ン プ

送水ポンプ室 笠岡第１期施設を共用

送 水 管

配 水 池 笠岡第１期施設をかさ上げして共用

配 水 管 ダクタイル鋳鉄管 内径75 ～200 延長2,209ｍú ú

事 業 費 117,400千円

導 水
施 設

浄

水

施

設

送
水
施
設

配
水
施
設

導 水
施 設

浄

水

施

設

送
水
施
設

配 水

施 設

33



(7) 笠岡第３期工業用水道事業

建 設 期 間 平成２年１０月～平成５年３月

水 源 高梁川（表流水）

水 量 取水量14,000 ／日 給水量13,000 ／日  

 高さ103ｍ 長さ289ｍ 有効貯水容量80,500,000

貯水地点 高梁川水系成羽川貯 水 施 設 新成羽川ダム

高梁市備中町西油野 高梁市備中町平川

導 内径300 190kＷ １台(専用施設)揚水ポンプ ú

水 延長22,246ｍ 開渠コンクリート三方張 ２Ｒ型馬てい形水路トンネル共用導水路（その１）

施 延長1,789ｍ 馬てい形水路トンネル共用導水路（その２）

設 導 水 管 ダクタイル鋳鉄管 内径500 延長3,229ｍú

沈 殿 池 鉄筋コンクリート造 幅6.5ｍ 長さ28.6ｍ 高さ3.55ｍ ２池

浄 薬 品 注 入 設 備 硫酸バンド、苛性ソーダ

水 汚 泥 処 理 設 備 加圧脱水機１台 濃縮槽２槽

施 浄 水 池 鉄筋コンクリート造 幅5.7ｍ 長さ4.2ｍ 高さ4.6ｍ ２池

設 場 内 配 管 ダクタイル鋳鉄管 内径500 延長44.3ｍú

管 理 事 務 所 鉄骨造（ＡＬＣ） 間口20.5ｍ 奥行12.5ｍ

送 水 ポ ン プ 内径150 30kＷ ３台ú

送 水 ポ ン プ 室 鉄筋コンクリート造 幅12.5ｍ 長さ6.4ｍ

送 水 管 ダクタイル鋳鉄管 内径500 延長87ｍú

配 水 池 鉄筋コンクリート造 幅21.0ｍ 長さ13.2ｍ 高さ4.3ｍ ２池

配 水 管 ダクタイル鋳鉄管 内径75 ～500 延長5,055ｍú ú

事 業 費 2,847,000千円（国庫補助対象事業費2,670,396千円）

注）共用導水路（その１）は笠岡第１，２期施設を共用
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　　電源造林
　　工業用水源造林

企業局　水源かん養林 H２３.４.１ 現在

真庭市 鉄山
２０．００ha
県６：所４

真庭市 菅谷
９．１２ｈａ
県６：所４

真庭市 見明戸
５８．７０ha

県５：所５

真庭市 日名
４１．９５ha

県５：所５
鏡野町 富西谷

１５２．７６ha
県１０：所０

新庄村 広戸谷
１６．３２ha
県６：所４

新庄村 木地原家ノ上エ

１７．１７ha
県６：所４

吉備中央町 神瀬

４．３９ha
企業局所有

岡山市 北区建部町品田
１．８６ha
企業局所有

津山市 加茂町黒木
（企業局の森）

２０．６０ha
企業局所有

新見市 菅生
８８．７８ha

県６：所４

新見市 千屋井原
４７．９２ha
県６：所４

所 在
面積（地上権設定面積）

分収割合（所=土地所有者）

新見市 哲西町上神代

５４．９４ha
県６：所４

真庭市 １２９．７７ｈａ
鏡野町 １５２．７６ｈａ

新庄村 ３３．４９ｈａ
吉備中央町 ４．３９ｈａ

岡山市 １．８６ｈａ
津山市 ２０．６０ｈａ

電源造林 計 ３４２．８７ｈａ
新見市 １９１．６４ｈａ

旧美甘村

旧勝山町

旧湯原町

旧落合町

旧加茂川町
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＜「企業局の森」整備計画の概要＞

場 所： 吉井川水系、津山市加茂町黒木地内（黒木キャンプ場に隣接）

面 積： 約20.6ha

整備目標： 針広混交林の整備手法により、様々な樹種が混在した多様性のある樹林で、次世代、

次々世代の樹林が常時存在する「循環型天然生樹林」を整備する。

整備内容： 「企業局の森」のエリアを３分割し、平成18年度から第１期整備（間伐実施、広葉

樹植栽、周回歩道整備）を実施しており、その成果を第２期、第３期に反映させる。

「企業局の森」整備エリア

位 置 図

（津山市加茂町大字黒木）
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２ 市町村交付金

企業局の資産は、固定資産税が非課税であることから 「国有資産等所在市町村交付金法」に、

基づき、固定資産の価格(交付金算定標準額)の1.4％を施設所在市町村に対して交付金として交

付しています。

対象資産としては、電気事業用資産、工業用水道事業の用に供するダムの資産、公舎等が該当

します。

なお、倉敷市、笠岡市、勝央町内に存する工業用水道事業の浄水・配水施設等は、受益者不交

付のため、対象外となります。

市町村交付金交付額一覧表（平成22年度実績）

（円）

市 町 村 名 電 気 事 業 工業用水道事業 合 計

岡 山 市 20,763,800 328,300 21,092,100

倉 敷 市 519,900 519,900

津 山 市 19,132,800 19,132,800

高 梁 市 196,000 6,456,900 6,652,900

新 見 市 27,767,200 154,815,600 182,582,800

真 庭 市 25,516,300 25,516,300

美 作 市 1,173,500 1,173,500

新 庄 村 23,100 23,100

鏡 野 町 28,569,100 28,569,100

奈 義 町 1,744,100 1,744,100

美 咲 町 147,800 147,800

吉 備 中 央 町 430,900 430,900

合 計 123,720,500 163,864,800 287,585,300
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３ 太陽光発電システム
企業局は 「晴れの国おかやま」の地域特性を生かし、独立行政法人 新エネルギー・産業技、

術総合開発機構（ＮＥＤＯ）との共同研究事業を活用して、地球環境にやさしい太陽光発電の導

入に取り組んできました。

まず、平成６年３月には、県庁舎では全国初となる２０ｋＷの太陽光発電システムを県庁舎南

棟屋上に設置しました。

平成１４年３月に策定された「新世紀おかやま夢づくりプラン」にクリーンエネルギーの利活

用が盛り込まれるなか、企業局では、平成１５年３月に策定した「岡山県企業局中期プラン」に

もクリーンエネルギーの導入促進を掲げ、経済性と公共性との両立を勘案した上で、工業用水道

関係施設を中心に太陽光発電システムを導入してきました。

その結果、企業局が管理している太陽光発電システムの最大出力合計は、中国地方最大規模の

１，５１４．５ｋＷとなっています。また、西之浦浄水場の太陽光発電システム（最大出力：

８００ｋＷ）は、単一の施設としても中国地方最大規模のものです。

岡山県庁 太陽光発電システム 西之浦浄水場 太陽光発電システム

県庁舎、西阿知取水場の屋上、西之浦・鶴新田・笠岡浄

水場の主に沈殿池の上部、また発電総合管理事務所の屋根

を有効活用し、太陽光発電システムを設置しています。

発電した電気は所内の動力等に使用しており、西之浦浄

水場と発電総合管理事務所は、余剰電力が発生した場合は

それを電力会社に販売しています。

西阿知取水場 太陽光発電システム

西阿知取水場は緊急時の取水設備で、通常時は太陽

電池の電力で所内電力を賄い、さらに蓄電池に蓄え、

夜間等は蓄電池の電力を使用しています。

緊急時には、電力会社から電力の供給を受けます。

鶴新田浄水場 太陽光発電システム

42



笠岡浄水場 太陽光発電システム 発電総合管理事務所 太陽光発電システム

※沈砂池：川から取水した水の中に混じっている砂等を取り除くための池
沈殿池：沈砂池から送られた水に薬品を入れ、さらに微細な浮遊物などを取り除くための池
ﾓｼﾞｭｰﾙ：光を受けるとﾏｲﾅｽの電気を帯びる半導体（Ｎ型ｼﾘｺﾝ）と、ﾌﾟﾗｽの電気を帯びる半導体（Ｐ型ｼ

ﾘｺﾝ）を組み合わせることによって電流が流れる太陽電池の最小単位（ｾﾙ：約10ｃｍ四方）を
つなぎ合わせたもの。

単結晶 :太陽電池の原料であり、半導体の全てのｼﾘｺﾝ原子が規則正しい配列をしており、発電効率が良
ｼﾘｺﾝ い反面、多結晶ｼﾘｺﾝより価格が高い。設置面積が狭い場合などに適しており、企業局では、発

電総合管理事務所《最大出力 20ｋＷ》に使用されている。
多結晶：原子の配列において単結晶ｼﾘｺﾝほどの規則性がないため、単結晶ｼﾘｺﾝに比べ若干発電効率が劣
ｼﾘｺﾝ る反面、価格が安い。多結晶ｼﾘｺﾝは、設置面積が広い場合に適しており、企業局の太陽光発電

ｼｽﾃﾑはほとんどがこれである。

設置箇所
出力

(kW)

予想年間

発電電力量

(kWh)

太陽電池

モジュール※
設置年度

事業費

(百万円)
備　　　　　考

岡山県庁 庁舎屋上
　

  20
 21,000

多結晶シリコン

　　　　　※

198枚

平成 5年度
96

ＮＥＤＯ公共施設等用太陽光発電フィール

ドテスト事業

（ＮＥＤＯが２／３を負担）

西之浦浄水場

１号沈殿池※

上部　　　　  100
108,000

多結晶シリコン

630枚
平成14年度

39

ＮＥＤＯ地域新エネルギー導入促進事業

（ＮＥＤＯが１／２を補助）

２～４号

沈殿池上部  300
356,000

多結晶シリコン

1,980枚
平成16年度

163

　　　　　　　 〃 　　　　　　　　　　　　　

（　　　　　　 〃　　　　　　）

フロック形成池

・４期沈砂池※

上部
 400

432,000
多結晶シリコン

2,400枚
平成18年度

217

ＮＥＤＯ太陽光発電新技術等フィールドテ

スト事業

（ＮＥＤＯが１／２を負担）

計  800 896,000 5,010枚 399

西阿知取水場 建物屋上
   4.5

  4,800
多結晶シリコン

27枚
平成14年度

8

鶴新田浄水場

沈殿池上部
 400

432,000
多結晶シリコン

2,162枚
平成17年度

226

ＮＥＤＯ太陽光発電新技術等フィールドテ

スト事業

（ＮＥＤＯが１／２を負担）

フロック

形成池上部  200
216,000

多結晶シリコン

1,120枚
平成19年度

114

　　　　　　　〃

（　　　　 〃 　　　　　）

計  600  648,000 3,282枚 340

笠岡浄水場 沈殿池上部
　

 70
 65,700

多結晶シリコン

396枚
平成17年度

48

ＮＥＤＯ太陽光発電新技術等フィールドテ

スト事業

（ＮＥＤＯが１／２を負担）

発電総合　　

　管理事務所
屋根

　

 20
 21,000

単結晶シリコン

　　　　　　※

280枚

平成18年度
26

　　　　　〃        　　　　　　　　

（　　　　〃　　　　　　）

合計  1,514.5 1,656,500
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平成２１年９月に改訂された「新おかやま夢づくりプラン（改訂版 」の「地球環境プログラ）

ム」には、夢づくり協働指標として、平成２３年度末までに「岡山県内の公共施設及び民間事業

所における太陽光発電による総出力電力」を１０，０００kＷに増やす目標を掲げています。

（参考）岡山県内の公共施設及び民間事業所における太陽光発電による総出力電力

（単位：ｋＷ）

年度
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

夢づくりプラン 700 1,150 1,650 2,680 2,680 10,000（H23末） － －
※年度毎の目標はない

における目標値
新おかやま夢づくりプラン（改訂版）新世紀おかやま夢づくりプラン

県内の実績 504 964 1,294 2,239 3,488 5,301 5,980 6,492 8,464 － － － －
(県環境政策課調べ) (地球温暖化対策室調べ)

うち、企業局 20 125 125 425 895 1,315 1,515 1,515 1,515 1,515 1,575 1,775 2,025
(計画) (計画) (計画)

【企業局における太陽光発電システムの導入効果】

①ＣＯ （二酸化炭素）削減効果２

太陽光発電システムは、地球温暖化の原因となるＣＯ を排出しないため、企業局の太陽２

光発電システムのＣＯ 削減効果量は、石油火力により発電したと仮定すると、年間約２

１，１６０トンとなります。これを森林が吸収する量に換算すると、約３２５万ｍ （倉敷２

マスカットスタジアム２１５個分)に相当します。

②経済効果

電気使用料金の削減と太陽電池による直射日光の遮光効果により、工業用水道関係施設へ

の設置分全体で年間約８３０万円の経済効果があります。

４ 地域・環境への貢献
水の恵みを生かした事業、環境に優しい新エネルギーの積極的な導入に取り組む企業局では、

発電所、工業用水道施設、太陽光発電システム等を、施設見学や環境学習の場として県民の皆さ

んに活用していただいています。

西之浦浄水場の太陽光発電施設と環境学習施設の見学模様
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平成２２年８月には、岡山市内の小学生親子を招いて「施設見学バスツアー」を実施し、発電

総合管理事務所、飲料製造工場、旭川ダム・旭川第一発電所を見学し、水力発電や太陽光発電が

環境に貢献していることについて関心を深めてもらい、さらに地球環境を守るためにできる様々

な取り組みについて学んでいただきました。今後もこのような取り組みを積極的に進め、企業局

への幅広い理解と協力が得られるよう努めていきます。

発電総合管理事務所で水力発電模型説明 旭川第一発電所（発電機）見学

「施設見学バスツアー」

工業用水道事務所では、水の消費量が増える夏の時期に合わせて 「フェスタ・イン・工水」、

を開催し、周辺地域の方々や受水企業の皆様への感謝の気持ちを表すとともに、工業用水道事業

のＰＲも行っています。

また、事務所では、緑化対策として、敷地内に植栽したみかんやバラを有効活用して、近隣の

幼稚園児や社会福祉施設の皆様方を対象に「みかん狩り」やバラの花の配布を行うなど、地域と

の連携、交流にも努めています。

さらに、平成１５年８月、事務所内に水の大切さや工業用水道の仕組などを紹介した「環境学

習施設」を整備し、これを一般公開するとともに環境負荷の低減に取り組むなど、地球環境に配

慮した事業運営に努めています。

｢フェスタ・イン・工水｣ 「みかん狩り」
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平成１７年度に開催された国体及び障害者スポーツ大会のメイン会場である県総合グラウンド

（岡山市いずみ町）に、ユニバーサルデザインによるトイレ案内標識を兼ねたハイブリッド照明

灯（風力発電と太陽光発電を組み合わせて利用）を設置しています。この照明灯の設置は旭川発

電所運転開始５０周年記念事業として取り組んだものです。

設 置 数 ５基

風力発電 出力１３２Ｗ

太陽電池 出力 ８７Ｗ

照明器具 高輝度白色ＬＥＤ

「ＪＦＥ西日本フェスタinくらしきへの出展」

企業局の事業内容を、一般の方々に広く知ってもらうため、給水企業でもあるＪＦＥスチー

ル㈱西日本製鉄所が、毎年秋に開催している「ＪＦＥ西日本フェスタinくらしき」に企業局も参

加しています。

このフェスタでは、工場見学やステージショー等のイベントだけではなく、県内外の企業や団

体が展示用ブースを設け、様々な事業ＰＲを行っています。

第２回目の参加となった平成２２年度は 「水力発電の仕組みの模型」や「ソーラーカート」、

等の体感型アトラクションの展示を行い、楽しみながら、水力発電、太陽光発電、工業用水の仕

組みを学んでいただき、お子様連れのご家族を中心に大変好評でした。

今後も、このような取り組みを積極的に進め、企業局の事業内容の周知に努めてまいります。

水力発電の仕組みの模型 ソーラーカート
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当 初 予 算 及 び 貸 借 対 照 表
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（単位：千円）

款 項
営 業 収 益 2,131,259 2,111,058 △ 20,201
財 務 収 益 26,255 20,932 △ 5,323
営 業 外 収 益 83,466 80,741 △ 2,725
特 別 利 益 59,325 7,234 △ 52,091
合 計 2,300,305 2,219,965 △ 80,340

営 業 費 用 1,867,228 1,868,006 778
財 務 費 用 227,114 206,867 △ 20,247
営 業 外 費 用 72,831 48,615 △ 24,216
予 備 費 10,000 10,000 0
合 計 2,177,173 2,133,488 △ 43,685

123,132 86,477 △ 36,655
固 定 資 産 売 却 代 金 4,555 1,905 △ 2,650
他会計貸付金償還金 1,000,000 0 △ 1,000,000
合 計 1,004,555 1,905 △ 1,002,650

建 設 改 良 費 86,284 358,109 271,825
企 業 債 償 還 金 527,209 534,360 7,151
他 会 計 貸 付 金 1,000,000 0 △ 1,000,000
合 計 1,613,493 892,469 △ 721,024

△ 608,938 △ 890,564 △ 281,626

収

益

的

収

支

資

本

的

収

支

当 年 度 純 利 益

資 金 過 不 足 額

電
気
事
業

収
　
　
益

電
気
事
業

費
　
　
用

資
本
的

収
　
入

資
本
的

支
　
出

収益的収支及び資本的収支の状況

電　気　事　業　会　計

分類
科目 平成22年度

予 算 額
平成23年度
予 算 額

増 減

人件費

22%

修繕費

12%

交付金

6%

水利使用料

4%

減価償却費

31%

支払利息

10%

その他

15%

電気事業費用の構成比（平成２３年度）
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（単位：千円）

款 項
営 業 収 益 3,623,672 3,557,681 △ 65,991
財 務 収 益 60,600 50,686 △ 9,914
営 業 外 収 益 104,546 86,922 △ 17,624
特 別 利 益 18,614 4,000 △ 14,614
合 計 3,807,432 3,699,289 △ 108,143

営 業 費 用 2,556,034 2,589,713 33,679
財 務 費 用 415,963 375,742 △ 40,221
営 業 外 費 用 127,854 117,914 △ 9,940
予 備 費 12,000 12,000 0
合 計 3,111,851 3,095,369 △ 16,482

695,581 603,920 △ 91,661
固 定 資 産 売 却 代 金 911 100 △ 811
負 担 金 37,211 3,185 △ 34,026
他会計貸付金償還金 3,000,000 4,000,000 1,000,000
合 計 3,038,122 4,003,285 965,163

建 設 改 良 費 581,410 471,848 △ 109,562
企 業 債 償 還 金 960,636 960,831 195
他 会 計 貸 付 金 3,000,000 4,000,000 1,000,000
合 計 4,542,046 5,432,679 890,633

△ 1,503,924 △ 1,429,394 74,530

工　業　用　水　道　事　業　会　計

収益的収支及び資本的収支の状況

分類
科目 平成22年度

予 算 額
平成23年度
予 算 額

増 減

資

本

的

収

支

資
本
的

収
　
入

資
本
的

支
　
出

資 金 過 不 足 額

収

益

的

収

支

工
業
用
水
道

事
業
収
益

工
業
用
水
道

事
業
費
用

当 年 度 純 利 益

人件費

19%

修繕費

5%

交付金

5%

委託料

6%
減価償却費

30%

支払利息

12%

その他

11%

動力費

12%

工業用水道事業費用の構成比（平成２３年度）
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　 (単位:円)

金 額

資　産　の　部

１　

(1)

イ 水 力 発 電 設 備 27,351,377,337

減 価 償 却 累 計 額 12,960,292,325 14,391,085,012 　 　

ロ 送 電 設 備 40,063,145

減 価 償 却 累 計 額 27,184,689 12,878,456

ハ 業 務 設 備 142,909,002

減 価 償 却 累 計 額 60,511,531 82,397,471

14,486,360,939

(2)

イ 太 陽 光 発 電 設 備 47,674,341

減 価 償 却 累 計 額 11,514,930 36,159,411

36,159,411

(3)

イ 建 設 仮 勘 定 5,556,000

　　　　 5,556,000

(4)

イ 投 資 有 価 証 券 299,992,871

ロ 長 期 貸 付 金 3,000,000,000

　　　　 3,299,992,871

17,828,069,221

２

(1) 3,336,241,295

(2) 194,435,369

3,530,676,664

21,358,745,885

平成２１年度　岡山県営電気事業貸借対照表

(平成２２年３月３１日)

区　　　　分

固 定 資 産

電 気 事 業 固 定 資 産

電 気 事 業 固 定 資 産 合 計

事 業 外 固 定 資 産

事 業 外 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 仮 勘 定

固 定 資 産 仮 勘 定 合 計

投 資 及 び 基 金

投 資 及 び 基 金 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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金 額区　　　　分

負　債　の　部

３

(1) 84,531,717

(2) 360,022,025

　　　 444,553,742

４　

(1) 72,205,187

(2) 1,500,000

73,705,187

518,258,929

資　本　の　部

５

(1) 11,117,608,997

(2)

イ 企 業 債 7,569,796,058

7,569,796,058

　　　 18,687,405,055

６

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 88,780,140

ロ そ の 他 資 本 剰 余 金 806,906,447

　　　 895,686,587

(2)

イ 減 電 補 償 積 立 金 1,189,303,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 68,092,314

　　　　 1,257,395,314

　　　　 2,153,081,901

　　　　 20,840,486,956

　　　　 21,358,745,885

固 定 負 債

退 職 給 与 引 当 金

修 繕 準 備 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

借 入 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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　 (単位:円)

金 額

資　産　の　部

１　

(1)

イ 土 地 2,044,179,750

ロ 水 源 か ん 養 林 290,819,111

ハ 建 物 2,153,025,891

建 物 減 価 償 却 累 計 額 934,254,395 1,218,771,496

ニ 構 築 物 34,734,108,438

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 9,682,442,421 25,051,666,017 　

ホ 機 械 及 び 装 置 14,721,089,275

機械及び装置減価償却累計額 7,580,378,613 7,140,710,662

ヘ 車 両 運 搬 具 21,461,156

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 18,573,477 2,887,679

ト 船 舶 12,617,256

船 舶 減 価 償 却 累 計 額 8,562,828 4,054,428 　

チ 工 具 器 具 及 び 備 品 85,583,516

工具器具及び備品減価償却累計額 62,356,806 23,226,710

リ 建 設 仮 勘 定 1,010,349,701

有 形 固 定 資 産 合 計 36,786,665,554

(2)

イ 電 話 加 入 権 3,185,523

ロ 施 設 利 用 権 213,470

ハ 地 上 権 4,891,733

ニ 水 利 権 2,990,058,619

ホ そ の 他 無 形 固 定 資 産 39,934,830

　　　　 無 形 固 定 資 産 合 計 3,038,284,175

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 699,983,365

ロ 長 期 貸 付 金 8,900,000,000

　　　　 9,599,983,365

49,424,933,094

２

(1) 3,619,644,712

(2) 468,118,784

(3) 26,378,102

(4) 153,200,000

(5) 1,000,000

4,268,341,598

53,693,274,692

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

平成２１年度　岡山県営工業用水道事業貸借対照表

(平成２２年３月３１日)

区　　　　分

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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金 額区　　　　分

負　債　の　部

３

(1)

イ 退 職 給 与 引 当 金 385,083,108

ロ 修 繕 引 当 金 1,127,266,399

　　　 固 定 負 債 合 計 1,512,349,507

４　

(1) 129,772,099

(2) 6,416,520

136,188,619

1,648,538,126

資　本　の　部

５

(1) 21,747,448,020

(2)

イ 企 業 債 11,254,179,318

11,254,179,318

　　　 33,001,627,338

６

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 542,714,578

ロ そ の 他 資 本 剰 余 金 17,716,736,806

　　　 18,259,451,384

(2)

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 783,657,844

　　　　 783,657,844

　　　　 19,043,109,228

　　　　 52,044,736,566

　　　　 53,693,274,692

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

借 入 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

固 定 負 債

引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
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【 参 考 資 料 】
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機関等の所在地

機 関 名 所 在 地 電 話 番 号 郵便番号

総務企画課

総務班 (086)226-7542

経理班 (086)226-7543

経営推進室 (086)226-7544

(086)226-7545

施設課

本 調整班 (086)226-7546

岡山市北区 業務班 (086)226-7547 700-8570

岡 山 県 企 業 局 内山下二丁目4-6 土木班 (086)226-7541 ※

（ ）県庁南庁舎５階

FAX (086)223-2584

E-mail：局

kigyokyoku@pref.okayama.lg.jp

ｱﾄﾞﾚｽ：

http://www.pref.okayama.jp

発電課 (086)286-8040

施設管理課 (086)286-8083

発電総合 岡山市北区
701-1221

事 管理事務所 芳賀５３１４番 FAX (086)286-8256

E-mail：

sougouhatu@pref.okayama.lg.jp

業

総務課 (086)446-2441

給水課 (086)446-2981

所 施設管理課 (086)446-2982
倉敷市

工業用水道事務所 712-8001
連島町西之浦5912-3

FAX (086)448-3252

E-mail：

kousui@pref.okayama.lg.jp

※郵便番号700-8570を利用する場合は所在地の記入は不要です。

55



施 設 名 所 在 地 電 話 番 号 郵便番号

旭 旭川第一発電所 岡山市北区建部町鶴田919-1 (0867)22-0111 709-3101

川 旭川第二発電所 岡山市北区建部町品田642-1 (0867)22-0194 709-3141

水 寄 水 発 電 所 真庭市田口1299 (0867)56-3112 717-0103

発 系 真 加 子 発 電 所 真庭市蒜山真加子57-2 (0867)67-2910 717-0512

高 新 見 発 電 所 新見市金谷69 (0867)72-8445 718-0016
梁
川 千 屋 発 電 所 新見市坂本1717-4 (0867)72-1443 718-0007
水
系 三 室 発 電 所 新見市神郷油野3413-10 (0867)95-7366 719-3612

津山市加茂町塔中241-6 (0868)42-3007 709-3905加 茂 発 電 所

津山市加茂町黒木626-8 － 709-3902黒木えん堤発電所
電

吉 越 畑 発 電 所 苫田郡鏡野町越畑23-1 (0868)56-0664 708-0301

久 賀 発 電 所 美作市久賀1821-6 (0868)77-1071 707-0111
井

倉 見 発 電 所 津山市加茂町倉見688 (0868)42-3343 709-3901

川 滝 ノ 谷 発 電 所 津山市加茂町黒木664-3 － 709-3902

梶 並 発 電 所 美作市久賀2168 (0868)77-0830 707-0111
水

所 阿 波 発 電 所 津山市阿波石休ミ2820-8 (0868)46-2474 709-3951

系 津 川 発 電 所 津山市奥津川878-2 (0868)42-3924 708-1201

大 町 発 電 所 苫田郡鏡野町大町856-1 (0868)56-0026 708-0303

苫 田 発 電 所 苫田郡鏡野町久田下原1536 (0868)54-0567 708-0433

鶴 新 田 浄 水 場 倉敷市連島町鶴新田1200 － 712-8006

水 亀 島 配 水 場 倉敷市水島南亀島町1-37 － 712-8004
工

島 倉敷市児島塩生2767-79 (086)475-1844 711-0934塩生加圧ポンプ場

業 通 生 配 水 池 倉敷市児島通生1552-7 (086)474-4695 711-0933

船 穂 揚 水 機 場 倉敷市船穂町船穂746-2 (086)552-3844 710-0261
用

笠 笠 岡 浄 水 場 笠岡市金浦454 (0865)66-2071 714-0057

水 岡 茂 平 浄 水 場 笠岡市茂平3159 (0865)66-3790 714-0062

用 之 江 配 水 池 笠岡市用之江500-4 － 714-0066
道

勝 央 配 水 池 勝田郡勝央町太平台 (0868)38-0818 709-4321
勝
央 新 勝 央 配 水 池 勝田郡勝央町太平台68-2 － 709-4321

※上記の施設は全て無人となっています。
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企 業 局 の 歩 み

昭和26年 1月 旭川第一発電所建設工事着手（旭川開発事務局担当）

28． 4 旭川第二発電所建設工事着手（ 〃 ）

29． 2 旭川第一発電所運転開始

29． 5 〃 建設工事竣工

29．11 旭川第二発電所 運転開始建設工事竣工、

（旭川第一、第二発電所の営業開始に伴い発足。旭川開発事29．12 岡山県電気局を設置

務局廃止）

35． 4 水島第１期工業用水道建設工事着手（高梁川総合開発建設局担当）

36． 4 新見発電所建設工事着手（高梁川総合開発建設局担当、電調審S34.4）

36． 7 水島第１期工業用水道一部給水開始

38． 4 加茂町（現津山市）に加茂発電調査事務所を設置

38． 5 局に管理部、電気部を置き、管理部に総務課、経理課を、電気部に電気課、工務

課を置く。

とし、本局に管理、電気、工業用水の各部を置き、38． 8 電気局の機構を改め、企業局

管理部に総務課、経理課を、電気部に電気課、工務課を、工業用水部に業務課、

計画課を置く。

倉敷市に工業用水道建設事務所を設置

38． 9 新見発電所運転開始

38．10 〃 建設工事竣工

39． 3 水島第１期工業用水道建設工事竣工

39． 4 加茂発電所建設工事着手（電調審S38.5）

加茂発電調査事務所を加茂発電建設事務所に改める （加茂発電所の建設工事着。

手に伴う機構変えによる ）。

新見市に横見水路事務所を設置（河本ダムの完成に伴い高梁川総合開発建設局が

廃止され残存工事である横見取水路工事が企業局の所管となる ）。

39．10 横見取水路建設工事竣工（横見水路工事事務所廃止）

41． 4 水島第２期工業用水道建設工事着手

42． 1 加茂発電所運転開始

42． 5 本局の機構のうち電気部、工業用水部を廃止して業務部、建設部を置き、業務部

に電気課、工業用水課を、建設部に計画課、工事課を置く。

加茂町（現津山市）に阿波水路工事事務所を設置（加茂発電建設事務所廃止）

43． 3 加茂発電所建設工事竣工（阿波水路工事事務所廃止）

鷲羽山有料道路建設工事着手

43． 4 倉敷市に有料道路建設事務所を設置

水島第３期工業用水道建設工事着手

水島第２期工業用水道給水開始

43． 9 川上村（現真庭市）に有料道路建設事務所蒜山現場事務所を設置。蒜山大山有料

道路建設工事着手
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昭和44． 4 笠岡第１期工業用水道・共用導水路建設工事着手

45． 3 鷲羽山有料道路建設工事竣工

45． 4 鷲羽山有料道路供用開始

本局の業務部に有料道路課を置く。

笠岡市に工業用水道建設事務所笠岡現場事務所を設置

45． 6 蒜山大山有料道路建設工事竣工

（有料道路建設事務所、同蒜山現場事務所廃止 。川45． 7 蒜山大山有料道路供用開始 ）

上村（現真庭市）に蒜山大山有料道路管理事務所を設置

45． 9 水島第３期工業用水道給水開始

46． 3 水島第２期工業用水道建設工事竣工

46． 4 水島第４期工業用水道建設工事着手

47． 3 笠岡共用導水路建設工事竣工

47． 5 笠岡第１期工業用水道建設工事竣工

47．10 笠岡第１期工業用水道給水開始

48． 4 公営企業管理者を設置

笠岡市に工業用水道建設事務所笠岡浄水場を設置（工業用水道建設事務所笠岡現

場事務所廃止）

49． 3 水島第３期工業用水道建設工事竣工

、倉敷市に工業用水道建設事務所鶴新田浄水50．10 水島第４期工業用水道一部給水開始

場を設置

51． 4 本局機構のうち建設部の計画課、工事課を廃止して工務課を置く。

蒜山大山有料道路管理事務所を廃止

勝央工業用水道建設工事着手

53． 4 本局機構を改め、管理部(総務課、経理課 、業務部(電気課、工業用水課、有料）

道路課 、建設部(工務課)の各部課を廃止し、総務課、経営課、施設課を置く。）

工業用水道建設事務所を工業用水道事務所に改め、工事課を廃止して施設課を置

く。

53．10 黒木えん堤発電所建設工事着手（電調審S53.７）

54． 3 黒木えん堤発電所建設工事竣工

勝央工業用水道建設工事竣工

54． 4 黒木えん堤発電所運転開始

55． 4 勝央工業用水道給水開始

56． 6 越畑発電所建設工事着手（電調審S55.10）

久賀発電所建設工事着手（ 〃 ）

56． 7 高瀬発電所建設工事着手（土木部から受託工事）

57． 3 越畑発電所建設工事竣工

久賀発電所建設工事竣工

高瀬発電所 運転開始（土木部から受託管理）建設工事竣工。

57． 4 越畑発電所運転開始

久賀発電所運転開始
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昭和57． 6 倉見発電所建設工事着手（電調審S55.10）

58．10 滝ノ谷発電所建設工事着手（電調審S57.12）

梶並発電所建設工事着手（ 〃 ）

倉見発電所運転開始58．11 倉見発電所建設工事竣工。

59． 3 滝ノ谷発電所建設工事竣工

59． 4 滝ノ谷発電所運転開始

59． 6 梶並発電所建設工事竣工

59． 7 梶並発電所運転開始

59．12 笠岡第２期工業用水道建設工事着手

60． 3 笠岡第２期工業用水道建設工事竣工

60． 4 笠岡第２期工業用水道給水開始

60． 7 阿波発電所建設工事着手（電調審S59.７）

61．10 阿波発電所建設工事竣工

61．11 阿波発電所運転開始

62． 4 水島第４期工業用水道の児島地区工業用水道建設工事着手

63． 5 児島工業用水道建設事務所を設置

平成元． 4 本局機構のうち経営課を経営企画課に改める。

寄水発電所建設現場事務所を設置

2． 3 寄水発電所建設工事着手（電調審S63.11）

2． 4 児島地区工業用水道一部給水開始

笠岡工業用水道建設事務所を設置

2．10 笠岡第３期工業用水道建設工事着手

3． 5 津川発電所建設工事着手（電調審H元.３）

寄水発電所建設工事竣工

寄水発電所建設現場事務所を廃止3． 6 寄水発電所運転開始。

4． 3 児島地区工業用水道竣工。児島工業用水道建設事務所を廃止

5． 2 千屋発電所建設工事着手（電調審S58.12）

5． 3 笠岡第３期工業用水道竣工。笠岡第３期工業用水道建設事務所を廃止

5． 4 笠岡第３期工業用水道給水開始

5． 7 蒜山大山有料道路無料開放

5． 8 企業局開設30周年

6． 3 県庁太陽光発電システム竣工

6. 4 勝央工業用水道新勝央中核工業団地への給水区域の拡大工事着手

7． 3 津川発電所建設工事竣工

7． 4 本局機構のうち経営企画課を経営課に改める。

鷲羽山有料道路無料開放（有料道路事業廃止）

津川発電所運転開始

大町発電所建設現場事務所を設置
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平成 7． 5 大町発電所建設工事着手（電調審H6.8）

8． 3 勝央工業用水道新勝央中核工業団地への給水区域の拡大工事竣工

8．10 企業局ホームページを開設

9． 3 大町発電所建設工事竣工。大町発電所建設現場事務所を廃止

9． 4 大町発電所運転開始

10． 3 苫田ダム建設事業に係る発電事業に参加（第３回苫田ダム基本計画変更）

10． 8 千屋発電所運転開始千屋発電所建設工事竣工。

10． 9 真加子発電所建設工事着手（中国電力（株）との基本協定締結）

10．10 勝央工業用水道新勝央中核工業団地へ給水開始

11． 9 苫田発電所建設工事着手（中国電力（株）との基本協定締結）

13． 3 真加子発電所建設工事竣工

13． 4 真加子発電所運転開始

13． 8 三室発電所建設工事着手（電調審H5.7）

西之浦浄水場、西阿知取水場太陽光発電システム竣工15． 2

15． 3 「岡山県企業局中期プラン（経営５カ年計画 」策定）

15． 8 企業局開設40周年

16． 4 本局機構を改め、企画政策班を置く。

16．12 旭川発電所営業開始（電気事業開始）５０周年

17． 2 県総合グラウンドにハイブリッド照明灯設置（旭川発電所５０周年記念事業）

西之浦浄水場太陽光発電システム竣工（増設）

17． 3 苫田発電所建設工事竣工

17． 4 苫田発電所運転開始

17．12 「岡山県企業局中期プラン（経営５カ年計画 」改訂）

鶴新田浄水場、笠岡浄水場太陽光発電システム竣工18． 2

18． 3 三室発電所建設工事竣工

18． 4 三室発電所運転開始

笠岡浄水場を工業用水道事務所に統合無人化

発電総合管理事務所太陽光発電システム竣工19. 2

西之浦浄水場太陽光発電システム竣工（増設）

19. 4 本局機構のうち企画政策班を廃止し、総務課を総務企画課に改める。

鶴新田浄水場太陽光発電システム竣工（増設）20． 2

20． 4 総務企画課に企画班を置く。

旭川・新見・加茂発電所を無人化し、発電総合管理事務所運用開始21． 4

本局機構のうち経営課を総務企画課の課内室とし、経営推進室に改める。

22. 4 本局機構のうち企画班を廃止する。

注）電調審…電源開発調整審議会
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